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1.  平成21年3月期第2四半期（中間期）の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注１）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。  

（注２）「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。なお、20年9月中間期は速報値であります。  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年9月中間期 177,678 23.3 24,165 △56.9 15,115 △56.3

19年9月中間期 144,001 14.5 56,174 8.9 34,645 10.5

1株当たり中間純利益 潜在株式調整後1株当たり中間純利益

円 銭 円 銭

20年9月中間期 11.04 11.02
19年9月中間期 24.97 24.92

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
連結自己資本比率（国

内基準）

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

20年9月中間期 11,647,488 735,039 5.9 507.49 10.19
20年3月期 11,989,520 748,348 5.8 513.03 10.80

（参考） 自己資本   20年9月中間期  690,065百万円 20年3月期  702,897百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 5.00 ― 6.50 11.50
21年3月期 ― 5.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 5.00 10.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 350,000 10.0 68,000 △39.1 42,500 △37.7 31.15



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるも
の) 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年9月中間期  1,371,071,054株 20年3月期  1,370,947,054株

② 期末自己株式数 20年9月中間期  11,329,051株 20年3月期  883,570株

③ 期中平均株式数（中間期） 20年9月中間期  1,368,374,905株 19年9月中間期  1,387,179,455株

（個別業績の概要） 

1.  平成21年3月期第2四半期（中間期）の個別業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

（注１）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部の合計で除して算出しております。  

（注２）「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。なお、20年9月中間期は速報値であります。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年9月中間期 155,509 9.6 25,804 △53.7 16,034 △52.9

19年9月中間期 141,865 15.3 55,814 10.7 34,092 8.9

1株当たり中間純利益

円 銭

20年9月中間期 11.71
19年9月中間期 24.57

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
単体自己資本比率（国

内基準）

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

20年9月中間期 11,288,428 689,467 6.1 507.03 10.13
20年3月期 11,625,677 701,245 6.0 511.83 10.78

（参考） 自己資本 20年9月中間期  689,437百万円 20年3月期  701,245百万円

2.  平成21年3月期の個別業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成21年３月期通期の連結及び単体業績予想につきましては、平成20年10月９日公表の数値から変更はありません。 
２．本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものであり
ます。将来の業績は、経営環境の変化などにより、見通しと異なる可能性があることにご留意ください。 
３．当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社）に該当するため、当第２四半期会計期間につ
いては、中間連結財務諸表及び中間財務諸表を作成しております。  

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 305,000 4.0 68,500 △37.6 43,000 △35.3 31.52



 

 

【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間（以下「当期」という。）は、貸出金利息を中心に資金運用収益が増加したほか、リース会

社の連結子会社化に伴いその他業務収益が増加したことなどから、経常収益が前年同期に比べ336億７千７百万円増加し、

1,776億７千８百万円となりました。一方、不動産市況の悪化や金融市場の混乱が重なったこともあり、不動産業や建設

業などを中心に企業倒産の増加が鮮明となりました結果、与信費用を中心にその他経常費用が増加し、また、リース会社

の連結子会社化に伴いその他業務費用が増加したことなどから、経常費用は、前年同期に比べ656億８千５百万円増加し、

1,535億１千２百万円となりました。その結果、当期は、経常利益が前年同期に比べ320億９百万円減少し、241億６千５

百万円となり、中間純利益は、前年同期に比べ195億３千万円減少し、151億１千５百万円となりました。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

預金は、総合取引の推進等による拡大に努めましたが、公共部門を中心とする季節的要因により、当期において1,785

億円減少し、９兆7,858億円となりました。このうち、定期性預金は当期において1,859億円増加し、３兆4,802億円とな

りました。 

次に、貸出金は、個人・企業ともに取引拡大に努めました結果、当期において2,155億円増加し、８兆7,341億円となり

ました。一方、有価証券は、当期に1,621億円減少し、１兆2,460億円となりました。なお、このうち国債は、当期に1,460

億円減少し、4,478億円となりました。 

そのほか、総資産は、当期において3,421億円減少し、11兆6,474億円となり、純資産は、当期において133億円減少し

7,350億円となりました。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

今後の経済情勢につきましては、世界的な金融危機を背景とする金融市場の混乱が当面は継続し、国内景気の下振れが

鮮明となる可能性があり、先行き不透明な状況が続くと予想されます。 

こうした情勢ならびに当期の実績を踏まえ、平成21年３月期通期の連結業績予想を以下のとおりとしております。 

 

経常収益 350,000 百万円 対前年比 ＋10.0％

経常利益 68,000 百万円 対前年比 △39.1％

当期純利益 42,500 百万円 対前年比 △37.7％

なお、上記予想は平成20年10月９日に公表しております通期の業績予想から変更はありません。 

 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

（２）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

リース取引に関する会計基準 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

したが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されること

になったことに伴い、当中間連結会計期間から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

（借手側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によることとして

おります。また、当該取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とした定額法による

こととしております。 

なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。 

（貸手側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

これにより、当中間連結会計期間の経常利益及び税金等調整前中間純利益は、それぞれ 1,468百万円減少しております。

セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属する所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、平成19年連結会計年度末日における固定資産の帳簿価額（減価償却累計額控除後）をリース投資資産

の期首の価額として計上しております。 



（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。



（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。







（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。



（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

  

 前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 全セグメントの経常収益の合計額及び経常利益の合計額に占める「銀行業」の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

(1）銀行業……………銀行業 

(2）リース業…………リース業 

(3）その他の事業……保証、ベンチャーキャピタル業等 

３．会計処理の方法の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）を適用しております。これにより、「リース業」の

経常利益は 1,468百万円減少しております。 

 前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 全セグメントの経常収益の合計、経常利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「銀行業」の割合

が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

〔所在地別セグメント情報〕 

 前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成20年４

月１日 至 平成20年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

〔国際業務経常収益〕 

 前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成20年４

月１日 至 平成20年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

  
銀行業 

（百万円）
リース業 
（百万円）

その他の事
業(百万円)

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円）

経常収益             

(1）外部顧客に対する経常収益 155,050 20,558 2,069 177,678 － 177,678 

(2）セグメント間の内部経常収益 580 51 2,430 3,063  (3,063) － 

計 155,631 20,610 4,500 180,741  (3,063) 177,678 

経常費用 129,170 22,330 5,139 156,640  (3,127) 153,512 

経常利益（△は経常損失） 26,460 △1,720 △639 24,101  64 24,165 



（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。



（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。







（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。



（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 
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